
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

家００１ 項　　目　　名 過年度分国県支出金等返還金

予算書項目 過年度分国県支出金等返還金 ページ 47 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども未来課年度 R5

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239 

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】 
　過年度の交付金事業の額の確定により、国・県へ返還を行うもの。

【事業の目的及び効果】 
　国・県支出金の額の確定に伴う返還金。

【事業の内容】
　国庫支出金、県支出金の実績報告に伴う返還金。
　①（国）児童手当交付金返還金　　　　　　　　19,236千円
　②（県）鳥取県児童手当支給事業負担金返還金　 4,120千円
　③（国）子ども・子育て支援事業補助金返還金　　 141千円
　④（国）低所得の子育て世帯生活支援特別給付事業補助金返還金　10,122千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 33,619 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 0 

要求額 33,619 

総務部長段階査定額 33,619 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 33,619 諸収入 0 

計 33,619 その他 0 

備　考　欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

家００２ 項　　目　　名 子育て支援拠点整備費

予算書項目 事務費 ページ 49 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども未来課年度 R5

一般会計 【問合せ先】企画係 0857-30-8232 

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】 
　国ではこどもに関する様々な取組を実施するため、令和５年４月に「こども家庭庁」を
創設し「こども基本法」を制定した。本市においても令和５年度からこども家庭局を設置
し 、本市における子育て施策の推進を図っている。 

【事業の目的及び効果】 
　令和６年度のこども家庭センターの設置とともに、現在本庁舎にあるこども未来課と幼 
児保育課を令和６年度から駅南庁舎に移転し、子育て支援の拠点とすることで本市の子育
て支援の一元化を図り、ワンストップで包括的な相談や支援に繋げる。 

【事業の内容】 
　こども未来課、幼児保育課の移転経費 。
　①文書保管庫　　　　　　　3,819千円 
　②移転作業委託　　　　　　　575千円 
　③庁舎レイアウト改修委託　　365千円
　④業務机等購入　　　　　　2,959千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 7,718 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 0 

要求額 8,734 

総務部長段階査定額 7,718 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 7,718 諸収入 0 

計 7,718 その他 0 

備　考　欄



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

家００３ 項　　目　　名 過年度分国県支出金等返還金

予算書項目 過年度分国県支出金等返還金 ページ 49 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども未来課年度 R5

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239 

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】
　過年度の交付金事業の額の確定により、国へ返還を行うもの。

【事業の目的及び効果】
　国支出金の額の確定に伴う返還金。

【事業の内容】
　国庫支出金の実績報告に伴う返還金。
　・（国）母子家庭等対策総合支援事業補助金返還金　153千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 153 0 

児童福祉費

目 母子福祉費

補正前額 0 

要求額 153 

総務部長段階査定額 153 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 153 諸収入 0 

計 153 その他 0 

備　考　欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

家００４ 項　　目　　名 家庭・婦人相談員設置費

予算書項目 家庭・婦人相談員設置費 ページ 47 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども家庭相談センター年度 R5

一般会計 【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122 

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】 
　家庭内の問題（ドメスティックバイオレンス、子ども虐待、生活苦等）についての相談
内 容が増加・多様化している。 

【事業の目的及び効果】 
　ＤＶ被害者、被虐待児童の保護、安全安心な生活の確保、児童の健全な成長を促す環境 
を提供する。 

【事業の内容】 
　・決算見込みによる人件費の増額　493千円
　・令和４年度児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業の実績に伴う返還金　22千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 246 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 515 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 8,169 

要求額 515 

総務部長段階査定額 515 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 269 諸収入 0 

計 515 その他 0 

備　考　欄



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

家００５ 項　　目　　名 こども家庭支援事業費

予算書項目 こども家庭支援事業費 ページ 47 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども家庭相談センター年度 R5

一般会計 【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122 

【１１次総の施策体系】1101（実施計画関連事業） 

【事業の経過及び背景】 
　児童福祉法の改正により、市区町村で「児童家庭相談援助」及び「児童虐待通告相談受 
理」を行うこととなり、子ども家庭総合支援拠点を設置して当該業務を行っている。 

【事業の目的及び効果】 
　本事業では、児童福祉に関する情報提供を行うとともに、家庭、その他からの相談に応 
じ、関係機関とも協力しながら必要な支援を行う。 
　また、児童福祉法に基づく鳥取市要保護児童対策地域協議会を設け、個別支援会議、実 
務者会議、代表者会議で、関係機関と情報交換や役割分担等の調整を行う。 

【事業の内容】 
　・決算見込みによる人件費の増額　620千円
　・令和４年度児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業の実績に伴う返還金　143千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 310 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 763 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 16,119 

要求額 763 

総務部長段階査定額 763 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 453 諸収入 0 

計 763 その他 0 

備　考　欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

家００６ 項　　目　　名 妊娠・出産包括支援事業費

予算書項目 こども家庭支援事業費 ページ 47 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども家庭相談センター年度 R5

一般会計 【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122 

【１１次総の施策体系】1101（実施計画関連事業） 

【事業の経過及び背景】 
　家族等の支援が十分に得られず産後の休養がとれなかったり、強い育児不安を抱えた状 
態で、育児が十分に行えないなど、産後の母子への支援が必要となっている。 

【事業の目的及び効果】 
　安心して妊娠・出産・育児が行える環境を整えるため、妊娠から出産、 子育て期までの
切れ目のない支援を包括的に行う。 

【事業の内容】 
　・産後ケア事業 の実績見込みによる委託料の増額　　　　　 3,737千円
　・令和４年度母子保健衛生費国庫補助金の実績に伴う返還金　 305千円

　※その他財源の諸収入は、利用者負担金

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,268 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,042 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 9,149 

要求額 4,042 

総務部長段階査定額 4,042 

地方債 0 0 

その他 △ 63 0 

一般財源 1,837 諸収入 △ 63 

計 4,042 その他 0 

備　考　欄



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

家００７ 項　　目　　名 支援対象児童等見守り強化事業費

予算書項目 こども家庭支援事業費 ページ 47 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども家庭相談センター年度 R5

一般会計 【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122 

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】 
　国において、子ども食堂等の支援を行う民間団体等も含めた様々な地域ネットワークを
総動員し、支援ニーズの高い子ども等を見守り、必要な支援につなげることができる体制
の強化を推進する必要があるとして、「支援対象児童等見守り強化事業」が実施されるこ
ととなった。これに呼応し、本市においても支援が必要な児童に対して子ども食堂等実施
者に、児童の状況把握と、それに付随する食事の提供、学習支援等を委託する。 

【事業の目的及び効果】 
　民間団体等が、要保護児童対策地域協議会の支援対象児童等として登録されている子ど 
も等の居宅を訪問するなどし、状況の把握や食事の提供、学習・生活指導支援等を行うこ
とにより、子どもの見守り体制の強化を図る。 

【事業の内容】 
　・令和４年度児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業の実績に伴う返還金

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,261 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 6,080 

要求額 1,261 

総務部長段階査定額 1,261 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,261 諸収入 0 

計 1,261 その他 0 

備　考　欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

家００８ 項　　目　　名 ヤングケアラー支援事業費

予算書項目 ヤングケアラー支援事業費 ページ 49 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども家庭相談センター年度 R5

一般会計 【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122  

【１１次総の施策体系】1101 （実施計画関連事業）

【事業の経過及び背景】  
　ヤングケアラーは、子どもたちが年齢や成長の度合いに見合わない重い責任や負担を負 
うことで、本人の育ちや教育に影響があるといった 課題があるが、家庭内のデリケート
な問題、本人や家族に自覚がないといった理由から、支援が必要であっても表面化しにく
い構造となっている。 

【事業の目的及び効果】  
　ヤングケアラーに対しては、様々な分野が連携したアウトリーチによる支援が重要であ 
り、教育機関をはじめ、要保護児童対策地域協議会（要対協）を中心とした連携の強化を
進め、早期発見と必要な支援につなげていく。 

【事業の内容】  
　・決算見込みによる人件費の減額　▲131千円
　・令和４年度児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業の実績に伴う返還金　495千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 △ 88 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 364 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 6,687 

要求額 364 

総務部長段階査定額 364 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 452 諸収入 0 

計 364 その他 0 

備　考　欄


